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 は じ め に
平成17年 7 月に成立し, 平成18年 5 月から施行されている会社法は, 平成26年 6 月に初
めて改正が行われ, 今回の改正は 2回目となる。
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消訴訟の出訴期間（会社法831条 1 項）との関係から, 3 か月を経過する日とした期間も
妥当である。
② 意見Ｂ案に賛成する。











場所, 目的, ウェブアドレス, 議決権行使方法等の重要項目のみ, 最低限に留めるべきで
ある。詳細事項を全てウェブサイトの表記に任せることで利便性を高めることができるの




















理由書面交付請求を認め, 株主が請求を行った場合に, 総会の 2週間前までに交付す
るという期間は妥当である。現状, 通知と共に書面が送付されていたのが実際であり, 法
































































































































































任追及では, 今後の役員の任務とは, 懈怠とは, 責任の範囲とは, という議論は深まるは
ずもなく, 会社法発展の土壌を失わせるものである。




その利益調整こそが会社法の役割であるとも考えられ, D & O保険に関する解釈の疑義を
解消するためには, 本改正で規定すべきという意見もある。しかしながら, 中間試案で記






















































































































理由会社法311条 4 項を法の趣旨に即した運用を促すためには, 濫用的行使の牽制が
必要となる。下記②の規定と共に濫用的行使を制限する規定は必要である。















































































するインセンティブを付与するための手段として, 報酬, 会社補償, 役員等賠償責任保険
契約を会社法上整えるというおまけもつけるから社外取締役にどんどんなって下さい, 但














務の公認会計士, 企業内公認会計士, 監査役, 経営戦略・内部監査にかかわる企業人, 会
社法研究者である。それぞれの立場から, 多いに戸惑い, 多いに悩んだ。共有したのは,
現実を根拠にして進む会社法改正に対する違和感, 会社法は株主と債権者を調節する法で
あるべきなのに, 株式会社が包えている諸事情についてどこまで会社法が面倒をみなけれ
ばならないのかという戸惑いである。
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